
 

 

「庄原市新型インフルエンザ等対策行動計画（案）」の概要について 

 

１． 趣旨 

平成 24年５月に「新型インフルエンザ等対策特別措置法」（平成 24年法律第 31号）が制定さ

れ、病原性が高い新型インフルエンザや同様に危険性のある新感染症が発生した場合に、国民の

生命及び健康を保護し、国民生活及び国民経済に及ぼす影響が最小限に抑えることを目的とし、

特措法の規定に基づき、国、都道府県、市町村等に「行動計画」の策定が義務付けられ、本市に

おいても平成 26年 11 月に「庄原市新型インフルエンザ等対策行動計画」を策定しました。 

今般、新型コロナウイルス感染症の経験を踏まえ、令和６年７月に「新型インフルエンザ等対

策政府行動計画」、令和７年３月に「広島県新型インフルエンザ等対策行動計画」が全面改定さ

れたことを受け、特措法第８条に基づき本市行動計画を改定し、政府⾏動計画及び県⾏動計画と

の整合を図るものです。 

  

２．計画の法的根拠と位置づけ 

（１）法的根拠 

  新型インフルエンザ等対策特別措置法 

 

（２）位置づけ 

「新型インフルエンザ等対策計画」は新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づき、国、 

県、市が策定を義務付けられている、感染症危機管理の最上位の法的指針。 

ア．政府行動計画  ：法第６条に基づき、国が策定し、すべての対策の基本方針となる。 

イ．都道府県行動計画：法第７条に基づき、都道府県が政府行動計画を踏まえて策定する。 

ウ．市町村行動計画 ：法第８条に基づき、市町村が政府行動計画及び都道府県行動計画を

踏まえて策定する。 

 

３．改定の概要 

（１） 対象とする疾患を、新型インフルエンザや新型コロナウイルス感染症等だけでなく、そ

の他の幅広い呼吸器感染症も想定した。また対策項目を改定前の６項目から７項目に変更

し、発生段階を準備期、初動期、対応期の３期の対応期に分けて記載。 

 

項目 改定前（旧計画） 改定後（新計画） 

対象

疾患 

主に新型インフルエンザを想定 新型コロナ、新型インフル以外の呼吸器感染症

も念頭に長期化・変異を伴う新興感染症も幅広

く想定 

対 策

項目 

【６項目】 

①実施体制 ②サーベイランス ③情

報提供・共有 ④予防・まん延防止 

⑤医療 ⑥市民生活・市民経済 

【７項目】 

①実施体制 ②情報提供・共有、リスクコミュニケ

ーション ③まん延防止 ④ワクチン ⑤保健 ⑥

物資 ⑦市民生活・市民経済 



対 応

時期 

発生状況に応じた５段階など 

①未発生期 ②海外発生期 ③国内発

生期 ④国内感染期 ⑤小康期 

記載を３期に分け、準備期の取組を充実 

①準備期（平時） 

②初動期（国内外での発生直後） 

③対応期（国内感染期～小康期） 

 

（２）市行動計画改定の基本（政府行動計画の改定） 

  市行動計画の見直しに当たっては、新型コロナ対応の経験やその課題を踏まえて改定（令和

６年７月２日）された政府行動計画の内容を基本とする。 

新型インフルエンザ等対策政府行動計画における改定の要点 

新型コロナ対応等での課題 改定の要点 

・平時の備えの不足 

・状況変化への対応の課題 

・情報発信の課題 

・平時の準備の充実 

・対策項目の拡充と横断的視点の設定 

・幅広い感染症に対応する対策の整理と柔軟かつ機動的な

対策の切り替え 

・ＤＸの推進 

・実行性確保のための取組 

 

（３）新型インフルエンザ等対策の実施に関する基本的な方針 

ア．対策推進のための主な役割分担 

実施主体 主な役割 

国 
・基本的対処方針の決定及び推進 

・ワクチン、診断薬、治療薬等の早期開発や確保 

広島県 

・国の基本的対処方針に基づいた総合的な対策の推進 

・特措法及び感染症法に基づく措置の実施主体 

・医療措置協定及び検査等措置協定の締結による医療・検査体制の整備 

庄原市 

・住民に対するワクチン接種、生活支援及び陽配慮者支援 

・基本的対処方針に基づく感染症拡大防止対策の推進 

・市民・事業者への情報提供 

医療機関 
・県との医療措置協定の締結による医療提供体制の確保 

・研修訓練の実施及び感染症対策物資の確保 

事業者 
・発生前から、個人レベルでの感染対策の実施 

・発生時には、感染拡大を抑えるための個人レベルでの対策の実施 

市民 
・発生前から、個人レベルでの感染対策の実施 

・発生時には、感染拡大を抑えるための個人レベルでの対策の実施 

 

イ．施策体系 

    政府行動計画では対策項目が６項目から 13項目に拡充されたが、本市行動計画では「市

町村行動計画作成の手引き」（内閣官房内閣感染症危機管理統括庁通知（令和６年 12月 26

日））に基づき７項目について記載し、複数の対策項目に共通する横断的な視点を設定した。 



（４）各対策項目における主な取組 

対策項目 
主な取組内容 

準備期 初動期 対応期 

①実施体制 ・実践的な訓練の実施 

・国、県等との連携強化 

・市の体制に係る整備 

・新型インフルエンザ等発生時の体制整備 

・財源を確保し、必要な対策の実施 

②情報提供・共有、

リスクコミュニ

ケーション 

・市民への感染症対策や

偏見、差別等に関する

啓発など 

・発生時における情報提

供及び共有体制の整備 

・迅速かつ一体的な情報提供、共有 

・双方向のリスクコミュニケーションの実施 

・偏見・差別等や偽・誤情報への対応 

③まん延防止 ・発生時の対策強化に向

けた理解及び準備の促

進 

・市内でのまん延防止対

策の準備 
・患者や濃厚接触者への

対応とそれ以外の市民

に対する要請 

④ワクチン ・接種に必要な資材の確

保や迅速な接種体制の

構築 

・特定接種及び住民接種の実施 

⑤保健 ・人材の確保 

・研修や訓練等を通じた

人材育成 

・市民への情報提供・共

有の開始 
・有事体制への移行 

・健康観察及び生活支援 

⑥物資 ・感染症対策物資等の備

蓄等 
・県の実施する取組に協力 

⑦市民生活・市民

経済 
・情報共有体制の整備 ・県の実施する取組に協

力 

・遺体の火葬・安置 

・市民生活・社会経済活

動の安定の確保を対象

とした対応 

 


